
























In the early 1950s, “industrial rationalization,” i.e. renovation and modernization 
of industrial equipments became the focus of the industrial policy as well as the 
corporate strategy. In this paper, I explored its historical background and implication. 
Estimating the vintage of capital stock from 1916 to 1964, I found that the wave of 
investment during the war brought about a sharp spike in the time-series of the vintage. 
At the same time, equipment-level vintage data on the iron and steel industry indicate 
that the vintage distribution in 1949 had a spike reflecting the wartime investment 
wave. “Industrial rationalization” can be interpreted as a measure to prevent a 
potential surge of the average vintage due to the vintage spike caused by the wartime 
investment wave. Through an analysis of establishment-level data of steel-making, it 
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1.はじめに 
  終戦の翌年に戦前（1934-36 年）の 70％、戦時期ピーク（1939 年）の 52％まで低下し
た日本の実質 GNP は、1951 年度、1954 年度にそれぞれ戦前、戦時期ピークを超えた（後




設備の近代化が注目されてきた （香西 1984,  1990; 通商産業省 ・ 通商産業調査会編 1994;  中





本開発銀行 1984; 国則・高橋 1984; 鈴木・宮川 1986） 。第二に、近年、1990 年代以降の
日本経済の生産性停滞の原因として設備ヴィンテージの上昇が関心を集めている（徳井・
乾・落合 2007; 長島 2000; 宮川・浜潟 2006） 。これらの文献で論じられているように、
設備ヴィンテージの主要な決定要因の一つは設備投資である。一方、後述するように、日
















                                                  
1 1950 年代後半になると、産業構造の転換、インフラストラクチャーの整備、独禁法の緩
和改正など、より広い意味で産業合理化という用語が用いられるようになる（通産省編 
1957, pp.6-8） 。  3
の貢献があると考える。 




える効果を推定する。第 5 節はまとめにあてられる。 
 
2.産業合理化の歴史的文脈 
  日本経済は、前述のように、1950 年代前半までに戦後復興を終え、50 年代後半以降、歴




1940 年代後半～50 年代の 14 年間を 3 つの期間に分けると、経済成長率はいずれの期間も


















重点的な政策課題として設定した。すなわち、1949 年 9 月に「産業合理化に関する件」が
閣議決定され、同年 12 月には通産省に産業合理化審議会が設置された。産業合理化審議会
は、1950 年 6 月に鉄鋼と石炭に関する答申を提出した後、1951 年 2 月、最初の包括的な
答申「我が国産業の合理化方策について」をまとめた（通産省編 1957,  pp.10-14; 通産省・ 4
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ある（日本開発銀行 1984, p.11） 。平均耐用年数は、1970 年国富調査の民間企業有形固定




間固定資本ストックの 25.2％が 1944 年に一挙に滅失したと仮定した。 
  推計された民間固定資本ストックのヴィンテージは図 2 の通りである。 興味深いことに、
ヴィンテージの時系列には、大きな長期変動が見られる。1920 年まで低下したヴィンテー






図 3 が示すように、実質民間固定資本形成には、1910 年代後半、1930 年代後半～40 年
代前半、1950 年代以降の期間に大きな波を経験した。最初の 2 つの波は、それぞれ第一次
世界大戦期の好況、および高橋財政下の景気回復と戦時期の「生産力拡充」を反映する3。






  いうまでもなく、投資の波は年齢 0 の資本ストックの増加を通じて、資本ストックの平
                                                  
2 1940 年までは大川他(1974)のデータを用い、1941 年以降は経済企画庁（1966）の年度デ
ータを使用する（いずれも 1934-36 年価格） 。接続は、大川他（1974）の 1940 年の計数を
基準に行った。経済企画庁（1966）は 1946 年（度）以降、年度データ。1945 年（度）の
値が得られないため、1944 年と 1946 年度の値をもとに直線補間した。 
3  生産力拡充計画については次節を参照。  6












  1930 年代前半、景気回復が進行する中で鉄鋼会社はそれぞれ設備投資を進めたが、1936
年初め、鉄鋼不足から価格が急騰すると、政府当局も長期的な鉄鋼増産計画の検討に着手
した。広田弘毅内閣の商工大臣小川郷太郎は、1936 年 7 月の談話において、銑鉄・鋼材の
自給のため、鋼材生産 500 万トン、鋼塊生産 600 万トンを目標とする五ヶ年計画を作成す
ることを表明した（通産省編 1970,  p.321；岡崎 1989） 。 
  商工省による鉄鋼増産計画の検討は、政府・軍部による包括的な生産力拡充計画作成作
業の中に組み込まれた。陸軍省・参謀本部では、商工省と並行して軍需関連産業の生産力





されたが、1938 年初めから再開され、さまざまな調整を経て 1939 年 1 月に「生産力拡充









ける製銑、製鋼、圧延能力の時間的変化を示した4。まず、製銑能力は 1937 年から 40 年に
                                                  
4  補論を参照。  7
かけて急増した。1936 年の設備能力 185 万トンは 40 年に 548 万トンになり、以後は、ほ
ぼその水準にとどまった。製鋼能力は、1938 年から急増を始め、製銑と異なって 44 年ま
で増加が続いた。1937 年に 521 万トンであった製鋼能力は、1944 年には 1175 万トンに達







  通産省通商鉄鋼局は、鉄鋼一次製品に関する事業所について 1949 年 12 月末現在におけ
る設備の悉皆調査を行った。高炉、小型高炉、平炉、転炉、電気炉、圧延機等のさまざま
な設備について、各社各事業所の個々の設備別に容積、公称能力、建設年月等を調査した
ものであり、その結果は、日本鉄鋼連盟によって刊行された『鉄鋼調査時報』 （第 6、7 号）
に個票の形で公表された。同様の設備調査は、1951 年 3 月末現在、1952 年 3 月末、1953
年 3 月末、1954 年 3 月末と 1 年ごとに行われ、以後は少し間隔を空けて 1955 年 12 月末、
1957 年 12 月末、1960 年 12 月末に実施、同じく『鉄鋼調査時報』の別冊という形で公表
された。鉄鋼設備の悉皆調査が政府によって毎年行われ、建設年月を含むさまざまな個票
データが公表されたのは驚くべきことであり、鉄鋼設備のヴィンテージに対する関心の高
さをうかがわせる。以下では、これら調査のうち、1949 年 12 月末（1949 年末）と 1955
年 12 月末（1955 年末）のものを使用する。 
 図 5-A～5-C は、それぞれ高炉、平炉、圧延機について、1949 年末と 1955 年末における
建設時期別の公称能力分布を示している。縦軸は公称能力計に対する各時期に建設された




高炉に関する 1949 年末調査には、7 社、10 事業所の 37 基のデータが採録されている。
1935-39 年に大きなスパイクがあることが明らかである。 1940-44 年の比率も高い水準にあ
る。公称能力をウェイトとしたヴィンテージの加重平均は 18.0 年である。平炉に関する
1949 年末調査には、27 社、33 事業所の 198 基のデータが採録されている。ヴィンテージ
の分布を見ると、高炉とほぼ同様に、1935-39 年をピークとし、1940-44 年まで続く大きな
スパイクが確認できる。ヴィンテージの加重平均は 15.0 年である。圧延機に関する 1949
年末調査には、 183社、 206事業所の437台のデータが採録されている5。 圧延機にも1935-39
年をピークとする明確なスパイクが観察される一方、高炉、平炉と比較すると 1940-44 年
                                                  
5  半製品用、仕上用等を除く。  8




1950 年 6 月に勃発した朝鮮戦争が長期化の様相を示した同年秋以降、 八幡製鉄、 日本鋼管、
川崎製鉄等が相次いで設備合理化に関する長期計画を発表し、それを通産省が取りまとめ
て産業合理化審議会に報告した。1952 年 2 月に産業合理化審議会は「鉄鋼業の合理化に関
する報告」を発表、そこに示された 1951-53 年度に関する 3 年計画に 1954-55 年度に行わ
れた継続工事を加えたものが、 後に第一次合理化計画と呼ばれるようになった （大橋 1969, 
p.421-422;  上岡 pp.74-76;  戦後鉄鋼史編集委員会編 1959, pp.124-126; 米倉 1991, 
pp.299-300） 。1951-55 年度の投資実績は 1282 億円で、そのうち 50.0％が圧延部門に投じ
られた。製銑、製鋼、その他の比率はそれぞれ、12.6％、10.7％、26.7％であった（戦後鉄
鋼史編集委員会編 1959,  p.697） 。 
  1950 年代前半に行われた第一次合理化は、鉄鋼設備のヴィンテージ分布にどのような変
化をもたらしたであろうか。この点は、図 5-A～5-C の 1955 年末のグラフを 1949 年末の
グラフと比較することによって知ることができる。 まず、 高炉については1955年末調査に、
7 社、 10 事業所の 33 基のデータが採録されている。 興味深いことに、 高炉については、 1955
年末にかけて分布の形がほとんど変化していない。いいかえれば、時間の経過がヴィンテ
ージを上昇させた。1955 年末のヴィンテージ加重平均は、1949 年より 3.2 年大きい 21.2
年であった。第一次合理化における製銑部門の工事が、高炉・コークス炉の補修と原料事
前処理設備の建設等に集中されたという事情（戦後鉄鋼史編集委員会編 1959,  p.693）を反
映している。 
平炉については、1955 年末調査に、23 社、33 事業所の 178 基のデータが採録されてい
る。1955 年末のグラフを 1949 年末のグラフと比較すると、1950-54 年に新しい山が形成
され始めた一方、1949 年末にピークとなっていた 1935-39 年の比率が大幅に低下したこと
がわかる。上記のように、製鋼部門に投入された資金は比較的少額であったが、それでも
国際水準の大型平炉 10 基が八幡製鉄と川崎製鉄に建設された（同上） 。第一次合理化によ
る平炉の新設がヴィンテージの分布を変えたといえる。その結果、1949 年末からの 6 年間
の時間の経過にもかかわらず、ヴィンテージの加重平均は 1949 年末の 15.0 年に対して
1955 年末に 15.3 年と、ほとんど上昇しなかった。 
圧延機については、1955 年末調査に、221 社、248 事業所の 511 台のデータが採録され
ている6。1955 年末のグラフを 1949 年末のグラフと比較すると、平炉と共通点があるが、
平炉以上に明確に 1950-54 年に高い山が形成され始め、一方で 1935-39 年の比率が大幅に
低下している。上記のように第一次合理化においては圧延部門の近代化に最も重点が置か
れた。そのことが、圧延機のヴィンテージ分布を大きく変化させたのである。その結果、6
                                                  
6半製品用、仕上用等を除く。  9















  事業所別の粗鋼生産と労働者数については 1950 年と 1955 年の 2 時点のデータを採り、
これを 1949 年末、1955 年末の事業所別の平炉ヴィンテージとマッチングして、2 時点の
事業所別 （アンバランスト） パネル・データを作成した。 サンプル数は 1950 年 18 事業所、
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被説明変数の PRODUCTIVITYitは、事業所 i の t 年における労働生産性（粗鋼生産／労働
者数） 、WORKER は労働者数、KL は平炉公称能力／労働者数、VINTAGE は平炉のヴィ
ンテージである。WORKER によって事業所規模の効果を、KL によって資本－労働比率の
効果を捉えることを意図している。平炉のヴィンテージは、各事業所について公称能力を
ウェイトとして平炉建設年の加重平均値を求めたうえで、それを 1950 ないし 1955 から差
し引くことによって算出した。その他のコントロール変数として、OPER（平炉鋼生産／平
炉公称能力） 、BLAST（高炉を持つ事業所の場合に 1 となるダミー変数） 、1955（1955 年
について 1 となるダミー変数）を加えている。e は誤差項である。推定は random-effect  モ
デルによって行った7。基本統計は表 2、推定結果は表 3 にまとめられている。 
                                                  
7 Breusch-Pagan 検定を行った結果、事業所に関する個別効果の分散が 0 であるという帰
無仮説は 5％水準で棄却された。  10
  基本的な説明変数である WORKER、KL、OPER の係数はいずれも有意であり、期待さ
れる符号条件を満たしている。ここでの関心の対象である VINTAGE について見ると、係
数はマイナスで、10％水準で有意となっている。BLAST を加えた(2)式の VINTAGE の係
数-4.63 は、ある事業所における平炉のヴィンテージ 1 年の上昇が、その事業所の労働生産
性を 4.63 トン／人低下させるという関係があったことを意味する。1950 年のサンプル 18
事業所の労働生産性の加重平均は 284.12 であったから、仮にまったく設備の新設・更新を
行わずに 6 年が経過した場合を想定すると、労働生産性が 1 割弱（4.63*6=27.78）低下し


























1926-1933 年  商工省鉱山局『製鉄業参考資料』各年版の高炉能力*310/340。資源庁『製
鉄業参考資料』1943-48 年版が高炉能力計算において年間操業日数を 310 日と想定し
ているのに対して、戦前版は 340 日を想定しているため、1943-48 年版の方式に合わ 11
せた。   
1936-1938 年  『本邦製銑・製鋼・鋼材圧延能力総括表 1938 年 12 月末現在』の高炉能
力*310/350。 310/350 を乗じるのは上と同様の理由による。 1936、 1937 年の値は 1938
年末の値を基準として、同資料の増減の数値から算出した。 
  1939-1941 年  資源庁『製鉄業参考資料』1943-48 年版の 1942 年末の値と、各年の『生
産力拡充実施計画』から求めた製銑能力増加率に基づいて算出した。 
  1942-48 年  資源庁『製鉄業参考資料』1943-48 年版。 
  1949 年  日本鉄鋼連盟『鉄鋼調査時報』No.6。 
1950-53 年  日本鉄鋼連盟『製鉄業参考資料』各年版。 
  1955-60 年  日本鉄鋼連盟『鉄鋼生産設備能力調』各年版。 
(2)製鋼 
a.平炉 
1926-1933 年  商工省鉱山局『製鉄業参考資料』各年版の平炉能力*680/750。資源庁
『製鉄業参考資料』1943-48 年版が平炉能力計算において年間出鋼回数を 680 回と
想定しているのに対して、戦前版は 750 回と想定しているため、1943-48 年版の方
式に合わせた。 
  1936-1938 年  『本邦製銑・製鋼・鋼材圧延能力総括表 1938 年 12 月末現在』の平炉
能力*680/990。680/990 を乗じるのは上と同様の理由による。1936、1937 年の値は
1938 年末の値を基準として、同資料の能力増減の数値から算出した。 
  1939-1941 年  資源庁 『製鉄業参考資料』 1943-48 年版の 1942 年末の値と、 各年の 『生
産力拡充実施計画』から求めた平炉能力増加率に基づいて算出した 
  1942-48 年  資源庁『製鉄業参考資料』1943-48 年版。 
  1949 年  『鉄鋼調査時報』No.6。 
1950-53 年  日本鉄鋼連盟『製鉄業参考資料』各年版。 
  1955-60 年  日本鉄鋼連盟『鉄鋼生産設備能力調』各年版。 
  b.転炉 
  1926-1933 年  商工省鉱山局『製鉄業参考資料』各年版。 
  1936-41 年  資源庁『製鉄業参考資料』1943-48 年版の転炉建設年から推計した。 
  1942-48 年  資源庁『製鉄業参考資料』1943-48 年版。 
  1949 年  『鉄鋼調査時報』No.6。 
1950-53 年  日本鉄鋼連盟『製鉄業参考資料』各年版。 
  1955-60 年  日本鉄鋼連盟『鉄鋼生産設備能力調』各年版。 
  c.電気炉 
  1926-33 年  商工省鉱山局『製鉄業参考資料』各年版の電気炉 1 回能力*1458.3。年間
出鋼回数を 1458.3 回と想定したのは次の理由による。資源庁『製鉄業参考資料』
1943-48 年版は、弧光式電気炉、誘導式電気炉の年間出鋼回数をそれぞれ 1400 回、 12
2500 回と想定している。一方、同書によると 1942 年末の電気炉能力に占める弧光
式の比率は 0.947 であるため、この比率で上記の出鋼回数を加重平均した。 
  1936-38 年  『本邦製銑・製鋼・鋼材圧延能力総括表 1938 年 12 月末現在』の電気炉
能力*1.458。1.458 を乗じるのは、同資料が電気炉の年間出鋼回数を 1000 回と想定
しているためである。 
  1939-41 年  1938 年の値と 1942 年の値から直線補間。 
  1942-48 年  資源庁『製鉄業参考資料』1943-48 年版。 
  1949 年  『鉄鋼調査時報』No.7。 
1950-53 年  日本鉄鋼連盟『製鉄業参考資料』各年版。 
  1955-60 年  日本鉄鋼連盟『鉄鋼生産設備能力調』各年版。 
(3)圧延 
  1936-38 年  『本邦製銑・製鋼・鋼材圧延能力総括表 1938 年 12 月末現在』 。 
  1939-41 年  資源庁『製鉄業参考資料』1943-48 年版の 1942 年の値と、 『生産力拡充実
施計画』から求めた各年の圧延設備能力増加率に基づいて算出した。 
  1942-48 年  資源庁『製鉄業参考資料』1943-48 年版。 
  1949 年  『鉄鋼調査時報』No.7。 
1950-53 年  日本鉄鋼連盟『製鉄業参考資料』各年版。 
  1955-60 年  日本鉄鋼連盟『鉄鋼生産設備能力調』各年版。 
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1930 1933 1936 1939 1942 1945 1948 1951 1954 1957 1960 1963
100万円（1934-36年価格） 図1 実質GNPの低下と回復表1 経済成長率の寄与度分解
％／年
1946-50 1950-55 1955-60
計 8.23 8.76 8.83
個人消費 5.92 5.76 3.93
政府消費 1.30 0.95 0.70
資本形成 -0.34 2.19 5.25
民間 0.17 0.85 4.42
政府 -0.50 1.34 0.83
海外 1.35 -0.14 -1.05
輸出と海外からの所得 2.75 1.74 1.62

























普通鋼鋼材 4,616 7,260 1.57
特殊鋼・鋳鍛鋼 520 1,000 1.92
鋼塊 6,310 9,950 1.58
銑鉄 3,300 6,362 1.93




















































































平均 標準偏差 最大値 最小値
PRODUCTIVITY 432.48 242.39 1151.61 8.85
WORKER 570.95 709.41 4183.00 61.00
KL 523.51 269.52 1151.61 161.54
VINTAGE 14.83 7.03 39.00 1.00
OPER 0.93 0.45 1.90 0.01
BLAST 0.45 0.50 1.00 0.00




WORKER 0.06 ( 2.40) ** 0.04 ( 1.76) *
KL 0.64 ( 7.50) *** 0.60 ( 7.10) ***
VINTAGE -4.50 (-1.77) * -4.63 (-1.87) *
OPER 420.64 ( 7.27) *** 404.33 ( 7.09) ***
1955 140.94 ( 3.05) *** 139.92 ( 3.11) ***
BLAST 58.92 (1.76) *
Const. -337.48 (-3.83) *** -320.32 (-3.72) ***
R
2 0.852 0.864
Obs. 42 42